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 仕事と介護の両立支援制度         

 仕事と育児の両立支援制度 

（1）介護休業の分割取得 

介護休業について、 

介護を必要とする家

族（対象家族）１人

につき、通算 93日ま

で、原則 1 回に限り

取得可能 

対象家族１人につ

き通算 93 日まで、

３回を上限として、

介護休業を分割し

て取得可能 

（3）介護のための所定労働時間の短縮措置等 

（4）介護のための所定外労働の制限（残業の免除） 

（5）有期契約労働者の育児休業の取得要件の緩和 （7）育児休業等の対象となる子の範囲 

（6）子の看護休暇の取得単位の柔軟化 

（8）いわゆるマタハラ・パタハラなどの防止措置の新設 

介護のための所定労

働時間の短縮措置（選

択的措置義務）につい

て、介護休業と通算し

て 93 日の範囲内で取

得可能 

有期契約労働者の方につい

ては、以下の要件を満たす場

合に育休の取得が可能 

 
①申出時点で過去１年以上継続

して雇用されていること 

②子が１歳になった後も雇用継

続の見込みがあること 

③子が２歳になるまでの間に雇

用契約が更新されないことが

明らかである者を除く 

育児休業などが取得

できる対象は、法律上

の親子関係がある実

子・養子 

 

子の看護休暇につい

て１日単位での取得 

事業主による妊

娠・出産・育児休

業・介護休業等を

理由とする不利益

取扱いは禁止 

介護休業とは別に、

利用開始から３年

の間で２回以上の

利用が可能 

介護のための所定外労働の制限（残業の免除）

について、対象家族１人につき、介護終了ま

で利用できる所定外労働の制限を新設 

以下の要件に緩和 
 

①申出時点で過去１年

以上継続し雇用され

ていること 

②子が１歳６か月にな

るまでの間に雇用契

約がなくなることが

明らかでないこと 

特別養子縁組の監護

期間中の子、養子縁組

里親に委託されてい

る子等も新たに対象 

 

半日（所定労働時間の

２分の１）単位での取

得が可能 

●左記に加え、上司・同僚からの、

妊娠・出産、育児休業、介護休業

等を理由とする嫌がらせ等（いわ

ゆるマタハラ・パタハラなど）を

防止する措置を講じることを事業

主へ新たに義務付け。 

●派遣労働者の派遣先にも以下を

適用 

・育児休業等の取得等を理由とす

る不利益取扱いの禁止 

・妊娠・出産、育児休業、介護休

業等を理由とする嫌がらせ等の

防止措置の義務付け 

 

新設 

現行 
改正内容 

（2）介護休暇の取得単位の柔軟化 

介護休暇について

１日単位での取得 

半日（所定労働時間の

２分の１）単位での取

得が可能 

現行 現行 

現行 

現行 
現行 

現行 

改正内容 

改正内容 

改正内容 
改正内容 

改正内容 

改正内容 



  年末年始休暇 
  当事務所の年末年始休暇は、下記のとおりとなります。ご不便をお掛けしますが、宜しくお願い致します。 

１２月２９日（木）～１月４日（火）➡ １月５日（水）から平常通りの業務となります。 

皆様方のご厚情に深く感謝申し上げます。来年もよろしくお願い申し上げます。 

  

今回の改正により、就業規則・育児介護休業規則の見直し及びマタハラ・パワハラ防止措置に関

するポスターの掲示等が必要となります。育児介護休業規則の雛形は当事務所で準備をしました

ので、必要の方は担当までお申し出ください。 
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社会保険労務士法人 鍋島事務所 

定年退職後の再雇用における賃金について争われた『長澤運輸事件』で、東京高裁は減額を不当

として会社に賃金の差額の支払いを求めた一審・東京地裁の判決を取消し、原告の請求を棄却した。

（平成 28 年 11 月 2 日） 

事件は、60 歳定年後、嘱託職員で再雇用された運転手 3名。職務は正社員と全く同じで、賃金に

ついては 20％の引下げをしたところ、同一職務・同一賃金が争点になった。 

①労働者が定年退職後も引き続いて雇用されることにあたり、賃金の引き下げは公知の事実であ

り、年収賃金の 20％の減額については、不合理とは認められない。また、 

②「企業は賃金コストが無制限に増大することを避け、若年層を含めた安定的な雇用を実現する必

要がある」と指摘し、定年後の再雇用の 20％の引き下げは不合理ではないと裁判長は結論付けた。

労働者側は最高裁で争うとのこと。定年後の再雇用は身分が正社員から非正規社員に変更している

のが間違いのない事実。今後の状況をみていきましょう。            鍋島 勝子 

わたしのひとこと 

《筆者：山 本》 

自 然 と の 共 生 

梅雨明けを待って北アル
前日光・『古峰原』の紅葉が見事でした。ここまで行くと「地蔵岳」「夕日岳」に登

りたいところですが、今、右足の膝にダメージがあり、登山をここ１か月控えてい

ます。早く完治しないと来年のアルプス登山を計画しているのですが？？？です。 

育児・介護休業規則の変更と、マタハラ・パワハラ防止ポスターを整備する必要があります!! 

お 知 ら せ 


